
SHIONOGIの責任
持続可能な社会の実現に貢献するためには、事業活動のあらゆる場面で責任ある姿勢を貫くこと
が不可欠です。SHIONOGIは、ステークホルダーとの対話を通じて信頼を築き、人権や環境への
配慮、ガバナンス体制の強化・変革を進めながら、企業としての責任を果たしています。本章では、
持続的な成長の土台となるこれらの取り組みをご紹介します。
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医薬研究センター（大阪府豊中市）にあるモニュメントは、360°どこから
でも「分銅」に見えるようデザインされています。分銅はSHIONOGIの
グループブランドシンボルの由来であり、正確を追求するという願いが
込められています。
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SHIONOGIは、株主・投資家、顧客、社会、従業員という4つのステークホルダーとのエンゲージメントを通じて、企業価値および社会的価値を創出し、持続可能
な社会の実現を目指します。
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■ 海外投資家（社長対応）　■ 国内投資家（社長対応）
■ 海外投資家（コーポレートコミュニケーション部対応）
■ 国内投資家（コーポレートコミュニケーション部対応）

フェアディスクロージャーの精神のもと、公平
かつ適時適正な情報開示を、経営陣とIR部門
が連携して推進します

医療関係者や一般の方々に正確かつ迅速な情
報を届け、患者さまの健康への貢献と情報活
用の最適化を推進します

「人が競争力の源泉」という理念のもと、多様
な人材の活躍と成長を支え、働きがいと企業成
長の両立を目指します

ヘルスケアの課題を解決するイノベーションを
創出するとともに、持続可能な社会の実現に貢
献します

　SHIONOGIでは、決算説明会をはじめ、R&D Day
やサステイナビリティミーティング、個人投資家向
け説明会など、幅広い情報提供と対話の機会を継
続的に設けています。これらの場を通じて、経営戦
略や研究開発、サステイナビリティに関する考え方
を発信しています。さらに、社長を含む経営陣がイ
ベントや面談に参加し、投資家との積極的な対話を
重ねることで、双方向の理解促進に努めています。

　SHIONOGIの医薬情報センターでは、医療関係
者からの問い合わせに迅速かつ正確に対応し、科
学的根拠に基づく情報を提供しています。現場の
声を丁寧に受け止め、医療の質向上と患者さまの
最適な治療選択を支援しています。
　さらに、誰もが医薬品情報を正しく理解できる
社会の実現に向け、コミュニケーションバリアフ
リープロジェクトを通じて情報格差の解消にも取り
組んでいます。

　SHIONOGIでは、多様な働き方の提供に加え、社
内ブランディング活動の強化にもグローバルで取
り組んでいます。その一環として、感染症への取り
組みに対する理解と共感を深めることを目的に、社
内で「感染症Weeks」などの企画を展開していま
す。また、従業員との対話を目的に、米国や欧州の
拠点でタウンホールミーティングを開催し、社長自
らが登壇するなど、一体感の醸成を図っています。

　SHIONOGIは、HaaS企業への変革に向けた取
り組みを世界に発信する機会として 大阪・関西万
博シグネチャーパビリオン「いのちの未来」に協賛
しました。健康と病の二項対立を超え、自分の人
生をデザインするというビジョンのもと、免疫・認
知行動の最適化を軸に提案した3つの「未来プロ
ダクト」を含む展示を多くの来場者に体験いただ
きました。

投資家との対話件数※

Shionogi Inc.におけるタウンホールミーティング

いのちの未来に登場するアンドロイド
@FUTURE OF LIFE / EXPO2025

株主・投資家 顧客

SHIONOGIのステークホルダー

処方箋の先にいる患者さまと向き合う「医薬情報
センター」最前線での使命と挑戦｜ 塩野義製薬

社会 従業員

※ 2024年度より集計方法を変更（2022、2023年度はR&D Day
等の説明会参加者を含めて集計）
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環境マネジメント・ガバナンス

　SHIONOGIでは、執行役員であるサステイナビリティ経営本部長が統括責任者となり、各事
業所・グループ会社に設置しているEHS機能と連携することで、グループ全体のEHS活動を統
括するマネジメント体制を構築しています。環境マテリアリティや中長期の行動目標などのEHS

活動に関わる重要事項は、経営会議や取締役会での審議・決議を経て決定しています。また、
毎年マネジメントレビューを実施し、パフォーマンスの評価と継続的改善を進めることで、EHS

水準の維持向上に取り組んでいます。

環境マテリアリティの特定と重点課題

　SHIONOGIの重要課題（マテリアリティ）
の1つである「環境への配慮」に対応する
ため、事業活動が地球生態系の持続可能
性やステークホルダーに与える影響を考慮
し、環境面で重点的に取り組む課題「環境
マテリアリティ」として、気候変動、AMR、
省資源・資源循環、水、環境マネジメント・
ガバナンスを特定しています。これらの課
題に対しては、中長期のEHS行動目標や単
年度のEHS行動計画を設定し、バリュー
チェーン全体でその達成に取り組んでい 

ます。

気候変動に対する取り組み

　経営戦略の一環と位置付けている気候
変動対策として、事業活動による環境負荷
の低減に取り組んでいます。スコープ1・
2の削減に対しては、再生可能エネルギー
の導入や省エネ設備の導入を進めていま
す。また、スコープ3の削減に向けては、
サプライチェーン全体での削減にサプライ
ヤーとの協働が不可欠であることから、サ
プライチェーンエンゲージメントを推進し
ています。

SHIONOGIは、「SHIONOGIグループEHSポリシー」および「SHIONOGIグループEHS行動規範」を策定するとともに、環境マテリアリティとして、気候変動、薬
剤耐性（AMR）、省資源・資源循環、水、環境マネジメント・ガバナンスを特定しています。また、中長期目標として「SHIONOGIグループEHS行動目標」を設定
し、バリューチェーン全体で環境面における投資の企画・推進などの目標達成に向けた活動に取り組んでいます。

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
へ
の
影
響
度

地球生態系の持続可能性に対する影響度

森林破壊、大気汚染、 
環境破壊に伴う 
人間の健康への影響

土壌汚染、
水質汚濁

海洋汚染、 
海洋ゴミ問題

気候変動気候変動
AMRAMR

省資源・資源循環省資源・資源循環
水水

環境マネジメント・ 環境マネジメント・ 
ガバナンスガバナンス

極めて
重要

極めて
重要

環境マテリアリティと特定

2024年度 
実績 2030年度 2035年度 2050年度

気候変動 GHG排出抑制
（2019年度基準）

CO2排出 
（Scope 1+2） 23.3%削減 46.2%削減 60%削減

カーボン 
ニュートラルCO2排出（Scope 3 

カテゴリー1） 12.0%削減 20%削減 ー

省資源・ 
資源循環 廃棄物管理

最終処分率 0.7% ー 1％以下 ー
廃プラスチック 
再資源化率 36% ー 65%以上 ー

水 水資源還元率 
（排水量／取水量） 90% ー 85%以上 ー

SHIONOGIグループEHS行動目標（環境部分）

環境マテリアリティの詳細は当社Webサイトをご覧ください。

サプライヤーエンゲージメントの実施プロセス

STEP1-1
ヒアリング等でサプライ
ヤーの排出量や削減に対
する現時点での取り組み
状況（例：削減目標の設
定、削減活動の実施状
況、など）を把握

STEP2
重要サプライヤーと個別の交渉（削減依頼、個別支援）
を実施

STEP1-2
SHIONOGIグループの方
針やCO2削減に有益な情
報を共有するための説明
会を実施
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気候変動に関するリスク・機会の評価概要

分類 主なリスク・機会 想定されるリスク・機会の詳細

2030年度単年での
財務影響※

1.5℃
シナリオ

4℃
シナリオ

移
行
リ
ス
ク

政
策

カーボンプライシング導入 炭素税、排出量規制、排出量取引制度などの導入・拡大等、製造行為や調達行為
などに関する新たな規制ができる 中 小

省エネ規制の強化
生産設備への省エネ規制が、現行の「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネ
ルギーへの転換等に関する法律」で求められるエネルギー消費原単位の年平均1%
以上の低減よりも強化され、追加の設備投資が発生する

小 小

物
理
リ
ス
ク

急
性

局所的な異常気象・気温上昇に
よる原材料調達への影響

生物由来の原材料について、気温上昇により生育・収量、品質、価格等に影響が出
て、調達が難しくなる 大 大

風水害の激化によるサプライ
チェーン設備の被災

局所的な異常気象（台風、ゲリラ豪雨など）やそれに伴う災害（設備損傷、浸水、停
電など）により、サプライチェーンが分断・操業停止する 小 小

慢
性 海面上昇 海面上昇により、工場などの拠点が操業不可能になる 大 大

機
会

市
場

新規医薬品の研究開発による 
新市場・地域の開拓

SHIONOGIがこれまで培った医薬品の研究開発における技術・ノウハウなどの新
たな疾病への適用 小 小

環境にやさしい低炭素容器包装
への切り替え 環境にやさしい包装資材への切り替えに伴うコスト削減 小 小

※ 財務影響： 大：100億円以上、中：10億円以上～100億円未満、小：10億円未満

特定されたリスク リスク対応方針
カーボンプライシング 
導入

海外の一部の国ではカーボンプライシングは導入済み、かつ日本政府でも導入検討中のため、中期的に発現する可能性が
比較的高い。そのため、SHIONOGIのGHG排出量の中長期的な削減活動を行い、リスクを低減する。

局所的な異常気象・ 
気温上昇による 
原材料調達への影響

気候変動によりカブトガニの個体数が少なくなることで、その血液成分を原料とするライセート試薬が調達できず品質試験
ができなくなり、主力医薬品の一部が出荷停止する影響をワーストケースと想定。しかし、試薬メーカー側でカブトガニ保
全活動が行われている、あるいは仮にライセート試薬の調達が困難になった場合でも遺伝子組み換えタンパク質を用いた
ライセート試薬の代替試薬が存在している。そのため、長期的な可能性は排除できないが、2030年段階でリスク発現する
確率は現時点では極めて低いと判断し、リスクを保有する。

海面上昇
気候変動による長期的な海面上昇のトレンドは疑う余地はなく、SHIONOGIの主要拠点のうち海抜が特に低い一部事業所
の操業に悪影響を与える可能性をワーストケースと想定。ただし、2031-2050年平均としての日本沿岸の海面上昇は0.2m
未満と予測されている。そのため、長期的な可能性は排除できないが、2030年段階でリスク発現する確率は現時点では極
めて低いと判断し、リスクを保有する。

TCFD提言に基づく情報開示

ガバナンス
　取締役会が気候変動関連のリスクと機会を監督し、経
営会議が戦略や対応策を審議・実行する体制を整備し
ています。また、執行役員であるサステイナビリティ経営
本部長を気候変動のリスクオーナーに任命しています。

戦略
　全社的リスクマネジメント体制のもとで重要と特定さ
れた気候変動リスクへの対応策は、執行役員であるサ
ステイナビリティ経営本部長が統括EHS責任者として委
員長を務める「SHIONOGIグループ中央EHS委員会」お
よび「省エネ委員会」体制のもと、策定・実行しています。

リスク管理
　気候変動が事業活動に影響を与える「移行リスク」
「物理リスク」「機会」について、財務影響と事業のレジ
リエンスを1.5℃、4℃のシナリオに分けて分析し、対応
優先度の評価を行いました。優先度の高い気候変動
リスクとして、（1）カーボンプライシング導入、（2）局
所的な異常気象・気温上昇による原材料調達への影響、
（3）海面上昇、を特定しました。

気候変動対策の指標と目標
　気候変動リスク低減を目的とした指標として「温室
効果ガス（CO2）の排出の削減」を掲げ、具体的な削減
目標をEHSに関する中長期的な行動目標の1つとして
定めることで実効性ある活動を推進しています。

リスクと機会の表、詳細は当社Webサイトをご覧ください。
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水環境保全とAMRへの責任ある対応

　水資源の持続的な利用を目指して、ビジネス拡大に伴う取水量の増加に依存しない「2035

年度の水資源還元率を85%以上にする」という目標を掲げています。水資源還元率とは、取
水量に対する排水量の割合であり、取水源となる流域に浄化された水をどれだけ戻せたかを
示す指標です。限りある水資源を地域社会に還元し、流域への影響負荷を最小限に抑えるた
め、現場レベルでの継続的な改善活動を推進しています。さらに、抗菌薬の製造および使用
に伴う環境中への排出がAMRの一因となることを深く認識し、SHIONOGIの工場だけでなく
サプライヤーと連携して、抗菌薬製造工程における排水処理の徹底や厳格な環境排出管理を
行っています。これらの取り組みはWHOやAMR Industry Allianceの定めるガイドラインや
スタンダードに準拠しています。今後は、SHIONOGIの抗菌薬製造工程における排出管理に
関する認証取得を進めるなど、引き続き責任ある抗菌薬製造の実践を推進していきます。

省資源・資源循環の取り組み

　SHIONOGIで製造法を開発する医薬品については、開発段階から商用製造を見据えた省資
源・資源循環に関する検討を実施しています。また製品の包装においても、省資源・資源循環
に取り組んでいます。

自然・生物多様性に対する考え方

　統括EHS管理機能のもと、事業活動全体で生物多様性への配慮を推進しています。医薬品
の研究・開発・製造・流通・販売などの各バリューチェーンにおいて自然資本の恩恵を受けてい
ることを認識し、環境マテリアリティに特定した各項目に対する取り組みを通じて負の影響の低
減に努めています。また、工場周辺の緑地保全や地域の自然環境との共生にも取り組むなど、
自然との調和を図っています。さらには、国際的な目標である30by30などに賛同するととも
に、TNFDの枠組みを参考に自然との関係性を分析・評価するなど、持続可能な社会の実現に
貢献しています。

自然資本に対するSHIONOGIの取り組み

バイオマス容器の使用キャップシール包装廃止

自
然
資
本

医
薬
品
の
研
究
開
発
・
生
産
活
動

大気

海洋

土地利用

資源・廃棄物

淡水

気候変動対策の推進
指標：GHG（CO2）の排出の 
削減（2019年基準）

①水資源の効率的な利用
②ＡＭＲへの取り組み

指標：①水資源投入量の削減、 
水資源還元率の向上 

②SHIONOGIおよび関連サプライヤーの 
ＡＭＲ管理の推進

原材料となる海洋資源の保全活動
指標：ガゴメ昆布の天然から 

養殖への切り替え

持続可能な調達活動の推進
指標：サプライヤーとの協働の推進

省資源・資源循環に向けた取り組み
指標：廃棄物再資源化率、 

廃プラスチック再資源化の向上

自然資本への還元

生
物
多
様
性

影響を受ける領域 事業活動が与える影響 SHIONOGIの取り組み・指標

● エネルギーの利用　
● GHGの排出

● 水資源の利用　
● 排水の環境影響

● 海洋資源の利用

●  サプライチェーン 
由来の環境影響

●  天然資源の利用　
●  廃棄物の排出
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方針と体制

　「SHIONOGIグループ コード・オブ・コン
ダクト」および、「国連ビジネスと人権に関す
る指導原則（UNGPs）」に基づき制定した
「SHIONOGIグループ人権ポリシー」に従
い、事業活動を通じて影響を受ける可能性
のあるすべての人々を対象に人権尊重に取
り組んでいます。経営会議や取締役会が
関与する全社リスクマネジメント体制のも
と、コーポレートガバナンス部が主管組織
となり、関連組織と協働して対策を実行し
ています。

人権デューディリジェンス 
（人権DD）

　人権DDはUNGPsに基づき実施してい
ます。2020年に実施した人権リスクアセス
メントにより、バリューチェーン上の30項目
のリスクを抽出し、社内外の関係者との対
話を通じて重要な人権課題を特定しました。
特に「原材料・素材の製造地域」および「外

国人労働者」の労働状況については、インパクトアセスメントを実施し、その結果をWebサイ
トで開示しています。また、被害者救済を目的とした苦情処理メカニズムの構築、外部有識者
との定期的な対話も実施しています。

人権教育

　「SHIONOGIグループ人権ポリシー」に基づき、すべての役員・従業員に対してビジネスと人
権に関する教育を継続的に実施しています。これはすべての事業活動にビジネスと人権に関
する視点が組み込まれ、ポリシーに定める事項が効果的に実行される必要があるためです。人
権リスク顕在化の防止に向けて、従業員向けの教育では、自身や所属組織の業務を人権の観
点で見直し、業務と人権のつながりの理解を深めています。

従業員向け教育の実績

年度 内容 対象・人数（人） 受講率（%）

2020 ・ 外部専門家による講演
・ 人権リスクアセスメントに関するワークショップ

部長級以上の幹部・役員
61 ―

2021

・ サプライチェーン上の人権侵害事例
・ 人権関連法整備の状況
・ 日本の人権課題
・「SHIONOGIグループ人権ポリシー」
・ SHIONOGIの人権リスクアセスメント
・ 自身の業務と人権 

従業員
5,311 89.6

2023
・ 国連ビジネスと人権に関する指導原則
・ 人権関連法整備の状況
・ 日本の人権課題事例紹介

従業員
4,153 89.6

2024 ・ 責任ある企業行動のための人権DD
・人権と環境

従業員
4,549 93.1

2025 ・ 外部専門家による講演
・ バリューチェーン上の潜在的な人権課題に関するワークショップ

部長級以上の幹部・役員
75 ―

年月 内容

2020年12月 人権リスクアセスメント実施（重要な 
人権課題の特定）

2021年1月 「SHIONOGIグループ行動憲章」の改定

2021年3月 「SHIONOGIグループ人権ポリシー」の 
制定

2021年9月 現代奴隷および人身取引に関する声明
の初回開示（以降、毎年開示）

2021年11月
・ 「SHIONOGIグループ調達ポリシー」
の改定
・ 「SHIONOGIグループビジネスパート
ナーに求める行動規範」の制定

2022年7-8月
人権インパクトアセスメント（コモディ
ティ4品目のサプライヤーエンゲージメ
ント、外国人労働者の状況調査）実施

2025年4月 「SHIONOGIグループ コード・オブ・コ
ンダクト」（行動憲章の後継）制定

近年、ビジネスのグローバル化に伴うサプライチェーンの拡大により、人権課題の深刻化とその対応への要求が高まっています。SHIONOGIは、中期経営計画
STS2030 Revisionで事業のさらなるグローバル化を目指しており、企業が果たすべき責務として、また経営戦略の実現に向けて、事業に関わる人々の権利を尊
重すべき事項と認識しています。

SHIONOGIの人権方針の策定経緯

ステークホルダーエンゲージメント
救済　苦情処理メカニズム

人権デューディリジェンス

1. 人権への負の影響の 
特定、分析、評価
人権リスクアセスメント
人権インパクト 
アセスメント

2. 適切な対処のための行動
人権インパクトアセスメント 
の結果を対応プロセスに 

組み込み、 
適切に対応する

3. 追跡評価
対処が適切かの 
追跡評価

4. 情報提供
負の影響への対処状況 
および対処結果の報告

人権への取り組みの詳細は当社Webサイトをご覧ください。
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人権を守る

https://www.shionogi.com/jp/ja/sustainability/society/respect-human-rights.html


塩野義製薬のガバナンス体制は、監査役会設置会社として社
外取締役の関与を深めながら、独自の進化を遂げてきました。
2025年6月には監査等委員会設置会社へと移行し、さらなる
経営の質の向上を目指しています。本対談では、社外取締役
（監査等委員会委員長）と代表取締役会長兼社長 CEOが、制
度移行の背景やその意義、そして企業価値の持続的向上に
向けたガバナンスのあり方について語りました。

監査等委員会設置会社への移行で目指すこと
後藤　私は当社のガバナンス体制を拝見し、監査役会設置会社
でありながら10年以上前より社外取締役が過半数を占め、指名・
報酬の両諮問委員会も機能している点にまず驚きました。取締
役会では社外の監査役も含めて、自由に発言できる雰囲気があ
り、実質的には非常に先進的な運用がされていたと感じていま
す。特に印象的だったのは、執行側が社外の目線を歓迎してい
たことです。議案に対する指摘や疑問に、真正面から向き合い、

やり取りの中で説明の質が高まっていく様子が見て取れました。
手代木　2009年から少しずつ社外の方にご参加いただき、時
間をかけて体制を整えてきました。社外監査役の皆さまにも
重要議案に関する情報は事前に共有し、発言を促すかたちを
とってきましたので、取締役会での議論は活発で、ときに長時
間に及ぶこともありました。社外役員からの指摘をきっかけに、
執行の意思決定の精度が上がることも多く、監査役会設置会
社としては完成形に近づいていたと考えています。ただ、社外
監査役の方にどれだけ実質的に関与していただいても、最終的
な議決には加わっていただけないという点に、制度上の限界を
感じていました。このたび監査等委員会設置会社への移行に
踏み切った理由はいくつかありますが、この点が最も大きな理
由でした。
後藤　たしかに、取締役会でも両諮問委員会でも発言の機会
には恵まれていたと思います。執行側も耳の痛い意見に対し
てしっかり受け止めてくれる姿勢があり、質の高い対話がなさ
れる土壌が備わっていると感じています。一方で、やはり決議
には加わらない立場であったため、自身の意見がどのように
最終判断に影響したかが見えづらく、一定の距離を感じる場
面もありました。また、執行の判断プロセスのすべてを監査
役会で把握できていたわけではなく、妥当性まで踏み込んだ
監査を実現するには、構造的な限界も感じていたところです。
手代木　当社では2020年の中期経営計画STS2030の策定
を機に、取締役会での決議事項をリスクベースで見直し、現
場で判断できることはできるだけ現場に委ねる方向へと運用
を改めてきました。その分、取締役会では重要な経営判断に
しっかり向き合う体制が求められており、今回の監査等委員
会設置会社への移行もそうしたガバナンス改革の延長線上に
あると考えています。

手代木 功
塩野義製薬株式会社 
代表取締役会長兼社長 CEO

東京大学薬学部卒業、1982年塩野義製薬入社。1987年、米国ニューヨークオフィス
駐在。1991年に帰国し開発渉外部に配属されるが、1994～1997年、カプセル会社へ
の出向で再び米国駐在。帰国後、社長室勤務を経て1999年、秘書室長 兼 経営企画
部長。2002年取締役、2004年医薬研究開発本部長、2006年専務執行役員、2008年
4月代表取締役社長。2022年7月より現職。

後藤 順子
公認会計士
慶應義塾大学経済学部卒業。1983年デロイト・ハスキンズ・アンド・セルズ公認会計士
共同事務所（現有限責任監査法人トーマツ）入所、主として大手金融機関に対する監査
業務に従事。有限責任監査法人トーマツ執行役金融担当等を歴任。9年間の米国駐在
経験を有し、2012年から2015年にはダボス会議にデロイト代表唯一の女性として参
加。2018年、デロイト トーマツ グループのボード議長に就任。2023年6月より当社社
外監査役、2025年6月より当社社外取締役（監査等委員）。

ガバナンスの進化のその先へ―多様な視点とともに実現する企業価値の向上
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監査等委員への期待と新たな役割
後藤　今回の移行により、取締役監査等委員として議決権を持
つ立場になり、責任もより重くなったと感じています。一般に監
査というと「止める」役割に注目されがちですが、私は「こうある
べきだ」「こう進むべきだ」と背中を押すような提案型の監査こ
そが、これからのかたちだと考えています。意思決定の妥当性
を見極めていく視点や、従業員の皆さんとの対話を通じて現場
の実情をつかむ姿勢も、より重要になってくると感じています。
手代木　後藤取締役からのご提案で、取締役会の冒頭に「監

査等委員会からの報告」の時間を設
けています。最初に監査等委員の
視点を共有いただくことで、その後
の議論の方向性が明確になり、社外

取締役の皆さまにもより主体的に関わっていただける流れが
できつつあります。今後は、こうした工夫を積み重ねながら、
取締役会全体としての緊張感や一体感をさらに高め、経営判
断の質を一層磨いていきたいと考えています。
後藤　内部監査との連携を強化し、グループ全体に目を配っ
ていく体制も整えていきます。従来は情報を受け取る側でし
たが、これからは内部監査と監査等委員会が一体となって、同
じ方向を見て動く関係を目指します。併せて、現場の実態を
直接把握するために従業員との対話の機会も増やしていきた
いと考えています。私たち社外取締役、特に監査等委員に
は、会社を内側から見ると同時に、ステークホルダーの代表
という視点から、経営の方向性を見極めていく責任がありま
す。説明を受けるだけでなく、その内容が社会的に妥当かど
うかを自分の目と耳で確かめ、必要に応じて問い直す─そ
の姿勢が、信頼あるガバナンスにつながると考えています。

手代木　おっしゃる通り、社外の視点から経営の妥当性を問
い続けていただけることは、会社にとって非常に貴重です。と
きに厳しいご指摘をいただくことで、私たち自身の考えも深
まり、意思決定の精度が高まります。企業の論理に偏りすぎ
ないよう、外部からの目を入れていただくことが、真に開かれ
た経営につながると実感しています。
後藤　先日、摂津・徳島の工場を訪問した際には、現場の方々
が真摯に業務に取り組み、部門を越えたやりとりが丁寧に行
われている様子を目の当たりにしました。特に印象的だった
のは、品質管理がきちんと現場に根づき、実直に運用されて
いたことです。両工場では仕組みが現実に機能していること
を肌で感じることができ、監査の視点からも非常に有意義な
視察となりました。
手代木　今年も継続して現場をご覧いただく機会をつくろう
と考えています。現場の従業員にとっても社外取締役への説
明や意見交換の場は、自らの業務に対する意義と説明責任の
重要性を再認識する良い機会となっています。

説明責任を果たし、成長とともに進むガバナンス
手代木　社外役員比率が高い当社の取締役会では、私たち
執行側が「いかにわかりやすく説明できるか」が、意思決定の
質を大きく左右します。専門用語や略語に頼るのではなく、
判断に至った根拠や考え方といった背景情報を含めて全体の
ストーリーを丁寧にお伝えすることで、社外取締役の皆さま
の納得感が高まり、建設的な対話が生まれます。そうしたや
りとりが、結果として企業の成長を後押しする意思決定につ
ながっていくものと考えています。
後藤　私たち社外取締役は、限られた時間の中で多面的な判

断を求められます。だからこそ、単
なる事実報告ではなく、背景や全体
像を含めた「語りかけ」があると、経
営の方向性をより的確に捉えること
ができます。的を射た説明は、社外取締役からの助言の精度
を高めるだけでなく、企業価値の向上という大きな目的に近
づくための後押しにもなると感じています。
手代木　社外取締役の方からの問いかけには、私たち自身で
は気付かない視点が含まれていて、それが経営の惰性を断
ち、挑戦の本質を問い直すきっかけになります。厳しいご指
摘も含め、開かれた対話があるからこそ、取締役会は真剣勝
負の場として成り立っているのだと思います。成長に向けた
意思決定の質をさらに高めていくためにも、説明責任と透明
性のある対話は、これから一層重要になっていきます。特に、
長期的な企業価値の向上を目指す上では、短期的な成果だ
けでなく、将来を見据えた説明責任を果たしていく覚悟が必
要です。社外の視点を得ながら、未来への納得感も築いて
いきたいと考えています。
後藤　コーポレート・ガバナンスとは、本来、成長と両立すべき
ものです。監査や監督の視点からも、企業が持続的に価値を
生み出せるよう、これからも意見を伝えていきたいと思います。
手代木　私たちがしっかりと成長の方向性を見定めていく上
で、社外取締役の皆さまが“羅針盤”になってくださっている
と感じています。「それは違うのではないか？」と率直に問い
かけていただくことが、私たちの意思決定の質を高め、挑戦
への確信をもたらしてくれます。今後も、信頼に裏打ちされ
た開かれた対話を重ねながら、企業価値のさらなる向上を目
指していきたいと思います。
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SHIONOGIのコーポレート・ガバナンス

　SHIONOGIは、経営理念である「基本方針」に基づき、有用で安全性の高い医薬品の提供
にとどまらず、顧客ニーズに応じた様々なヘルスケアサービスを提供することで世界中の人々
の健康と医療の向上に貢献し、質の高い生活の実現に寄与することが社会的使命であると認
識しています。
　この使命を果たしていくことこそが持続的な企業価値の向上につながるという確固たる信念
のもと、ステークホルダーの皆さまとの建設的な対話を通じて、事業環境の変化に対応し続け
るために必要な施策を講じ、透明で誠実な経営を実践していきます。

監査等委員会設置会社への移行について

　SHIONOGIのコーポレート・ガバナンスは、医薬品事業への集中による経営基盤の強化を
図った2000年代前半より絶えず進化を続けてきました（P.67）。今後のグローバル化の進展や
事業規模の拡大を見据えてこれらの統治体制をさらに進化させるため、2025年6月に監査等
委員会設置会社に移行しました。本移行の具体的な目的は、取締役会における代表取締役に
対する監督機能をさらに強化し、取締役会で執行側に委任する事項と取締役会で決議する事
項を峻別した上で、各ステークホルダーとのバランスを考慮した中長期的な全社戦略の議論
への注力と意思決定の迅速化のための権限委譲を可能にする体制を整えることにあります。
加えて、内部統制システムの整備・運用を拡充し、監査等委員会がその権限を背景に、内部監
査部門を活用しながら、執行側の意思決定プロセス全般をより強力に監視・監督することにあ
ります。
　監査等委員会設置会社への移行に伴い、取締役会における決議事項および報告事項の見直
しを行い、執行側に対する委任の範囲を拡大していくとともに、業務執行に関する報告事項を
具体的に明示することで取締役会の監督機能の強化を図っていきます。

SHIONOGIのコーポレート・ガバナンスの特長

4つのステークホルダーの
バランスを考慮 取締役会のダイバーシティ

経営の透明性 意思決定の迅速化

SHIONOGIは、常に顧客、社会、株主・投
資家、従業員の4つのステークホルダー
の立場を踏まえ、ステークホルダーに対
する公正性の高い経営および社会の期待
に応えるため透明で適正な経営を推進し
ています。

SHIONOGIは、事業展開の状況を踏まえ
ながら、ガバナンス体制のさらなる強化
に向けて、専門性や経験を含む様々な要
素およびダイバーシティの観点から、必
要な体制を整備しています。取締役11人
のうち３人を女性とし、外国籍の取締役１
人を含めて多様性の確保に努めています。

SHIONOGIは、取締役11人のうち過半数
である７人の社外取締役を選任すること
で、より公正かつ効率的な経営を進める
ための体制を維持し、経営の透明性を高
めています。また、「ディスクロージャー
ポリシー」に基づき、すべてのステークホ
ルダーの皆さまに、会社情報の公平かつ
適時適正な開示を継続的に行っています。

SHIONOGIは、「コーポレート・ガバナン
ス」を、会社が顧客、社会、株主、従業員
などの立場を踏まえた上で透明・公正か
つ迅速・果断な意思決定を行うための仕
組みと定義しています。監査等委員会設
置会社への移行により、取締役会から執
行側への権限委譲を進め、意思決定の迅
速化を図っています。

コーポレートガバナンス・コードへの対応状況

コーポレートガバナンス・コードの原則を遵守することを基本としています。詳細についてはコーポレート・ガバナンス
報告書をご覧ください。
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1  取締役会　議長：安藤 圭一（社外取締役）
　取締役の職務執行に対する監督機能の一層の充実と、あらゆるステークホルダーの視点か
ら見て透明性および公正性の高い経営を進めるため、取締役11人のうち過半数である７人の
社外取締役を選任し、いずれも独立役員としてSHIONOGIの果たすべき企業責任を客観的に
認識し、透明性の高い経営に貢献しています。

2  監査等委員会　委員長：後藤 順子（社外取締役）
　取締役および各組織が実施する業務の適法性、妥当性を確保するため、監査等委員会は内
部監査部門と適宜連携して職務の執行状況の監査を実施し、代表取締役との意見交換および
取締役会への報告を通じて、必要な措置を講じる体制を構築しています。常勤の取締役２人お
よび社外取締役３人で構成され、監査等委員会室のサポートを得つつ、「監査等委員会監査等
基準」に則った業務監査、会計監査を通じて、取締役等が実施した業務の適法性、妥当性につ
いての検証を行っています。

3  業務執行体制
　SHIONOGIは、事業環境の変化にタイムリーに対応し、機動的かつ柔軟な業務運営を行う
ため、執行役員制度を導入しています。その上で、R&D、ヘルスケア事業、サプライ、コーポ
レートの4つの主要なバリューチェーンごとに組織を管掌する体制を敷き、その傘下に10本部
を置いています。
　業務執行に関する重要な案件および経営の重要事項を審議する機関である経営会議は、社
内取締役、常勤監査等委員および業務執行の責任者である管掌で構成されています。経営に
大きな影響を及ぼす事項は、経営会議において十分に審議をした上で、取締役会で意思決定
を行っています。

開催実績（2024年度）　13回　　　出席率　100%

参考：監査等委員会設置会社移行前の監査役会の開催実績（2024年度）　11回　　　出席率　100%

コーポレート・ガバナンス体制（2025年7月1日現在）

会
計
監
査
人

2
監査等委員会

・  5人　 社内2人、 
社外3人（女性2人）

・  委員長は社外取締役

株主総会

4  
指名諮問委員会
・  7人　 社内2人、 

社外5人 
（女性2人）

・  委員長は社外 
取締役

5  
報酬諮問委員会
・  7人　 社内2人、 

社外5人 
（女性2人）

・  委員長は社外 
取締役

選任・解任

報告

会計監査

監査

監査

監査

連絡

報告 報告

報告
指示

指示

監督

選任・解任 選任・解任

選定・解職・監督

代表取締役

経営会議

執行役員 
各事業部門・グループ各社

取締役会

監査等 
委員会室

内部統制部

コンプライアンス 
委員会

三様監査
の連携

業務執行

取締役 
（監査等委員を除く）
・  6人　 社内2人（外国人1人）、 

社外4人（女性1人）
・  議長は社外取締役

3

1
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コーポレート・ガバナンス体制の変遷
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● 社外取締役を選任
●  指名諮問委員会設置
●  報酬諮問委員会設置
●  監査役との意見交換会を 
開始

●  過半数が社外役員に
●  社外取締役との対話会を開始
● 女性取締役の登用
●  指名諮問委員会および報酬諮問委員会 
における委員構成の変更（過半数が社外 
取締役に）

●  社外取締役が取締役会議長
に就任

●  女性取締役の増員
●  指名諮問委員会で社長
（CEO）のパフォーマンス 
レビューを実施

●  監査等委員会設置会社へ 
移行

●  外国人取締役の登用
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4  指名諮問委員会　委員長：藤原 崇起（社外取締役）
　指名諮問委員会は、取締役会の諮問機関として、社外取締役5人（うち、監査等委員1人）、代
表取締役会長兼社長CEO、常勤監査等委員1人で構成され、社外取締役が委員長を務めてい
ます。社外の取締役を含めた取締役会の専門性のバランスや取締役の選任・再任・解任基準、
社長（CEO）の業績評価（パフォーマンスレビュー）に基づく社長続投の可否判断、社長、取締
役、執行役員といった重要ポストの後継候補者の選抜と育成（サクセッションプラン）などにつ
いて議論が行われています。

5  報酬諮問委員会　委員長：尾崎 裕（社外取締役）
　報酬諮問委員会は、取締役会の諮問機関として、社外取締役5人（うち、監査等委員1人）、代
表取締役会長兼社長CEO、常勤監査等委員1人で構成され、社外取締役が委員長を務めてい
ます。報酬水準や各種報酬比率の確認、前年度の取締役および執行役員の業績評価、当年度
の業績評価指標、株式報酬制度を含めた役員、執行役員および組織長の報酬制度のあり方、
監査等委員会設置会社への移行を踏まえた報酬体系などについて議論が行われています。

開催実績（2024年度）　5回　　　出席率　100%

開催実績（2024年度）　4回　　　出席率　100%
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取締役・取締役会に必要なスキル

　SHIONOGIの経営理念である「基本方針」のグローバルでの具現化および中期経営計画
STS2030 Revisionの達成に向けては、会社が顧客、社会、株主、従業員などの立場を踏まえ
た上で透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を一層推進することが必要と考えています。取締
役による業務執行に対する監督機能の充実を図り、経営の透明性を高め、公平性の高い経営
を進めることができるよう、取締役および取締役会においては、経営に関する経験、法務・財
務などの専門的知識、医学・薬学的見地、国際ビジネスに係る知識・経験など、多様なスキル
を適正なバランスで備えることを目指しています。

スキル・マトリックス（2025年7月1日現在）

　SHIONOGIのスキル・マトリックスは、2020年以降ビジネスの進展、目指すべき経営の方向
性に合わせてスキル項目の見直し・追加を行ってきました。一方、2024年度の見直しに際し、

氏名 年齢 在任
年数

スキル

企業経営
／ 

経営戦略

財務／ 
会計／ 
税務

人事労務
／人的資
本開発／

D&I

サイエンス／
テクノロジー
／イノベー
ション

生産／ 
品質／ 
サプライ
チェーン

販売／
マーケティ
ング

DX推進
法務／ 
リスクマネ
ジメント

代表取締役会長 兼  
社長 CEO

手代木 功
65歳 23年 ● ● ● ●

取締役
ジョン ケラー 60歳 ー ● ● ●

社外取締役／独立役員
安藤 圭一 73歳 9年 ● ● ● ●

社外取締役／独立役員
尾崎 裕 75歳 6年 ● ● ● ●

社外取締役／独立役員
藤原 崇起 73歳

2年
（監査役

5年）
● ● ●

社外取締役／独立役員
廣瀬 恭子 66歳 ー ● ● ●

氏名 年齢 在任
年数

スキル

企業経営
／ 

経営戦略

財務／ 
会計／ 
税務

人事労務
／人的資
本開発／

D&I

サイエンス／
テクノロジー
／イノベー
ション

生産／ 
品質／ 
サプライ
チェーン

販売／
マーケティ
ング

DX推進
法務／ 
リスクマネ
ジメント

取締役 常勤監査等委員
岸田 哲行 64歳

ー
（監査役

1年）
● ● ●

取締役 常勤監査等委員
花﨑 浩二 63歳 ー ● ● ●

社外取締役 監査等委員
／独立役員
奥原 主一

57歳
ー

（監査役
5年）

● ● ● ●

社外取締役 監査等委員
／独立役員
髙槻 史

50歳 5年 ● ●

社外取締役 監査等委員
／独立役員
後藤 順子

66歳
ー

（監査役
2年）

● ● ●

取締役 監査等委員である取締役

スキルの幅の広がりによって企業の特色が見えにくくなっているとの指摘が取締役会において
挙げられました。これを受けて、以下の項目の再整理を行うとともに、各役員が有するスキル
について、特に専門性の発揮を期待するスキルのみを表示する様式に変更しました。
　従来開示していた「パートナリング／M&A」および「グローバルビジネス」は、「企業経営／
経営戦略」に、「法務／コンプライアンス／知財」は「法務／リスクマネジメント」に、「新規事
業開拓」は「サイエンス／テクノロジー／イノベーション」にそれぞれ包含するかたちで項目の
統合・改称を行うこととしました。また、DXの取り組みを通じて、経営に対するイノベーション
の創出と経営基盤強化の両面から企業価値を向上させた経験・実績、専門性として定義する
「DX推進」を新たなスキル項目として追加しました。
　なお、2024年度まで本表に含めていた「コーポレート・ガバナンス」、「SDGs／サステイナビ
リティ」の2項目は、SHIONOGIグループの役員として具備すべき基本的スキルとして2025年
度より開示を割愛しました。新任役員候補者の選任時や社内におけるサクセッション・プラン
には引き続き活用しています。

※ 本表は各役員の経歴等を踏まえ、SHIONOGIグループが期待する、より専門的なスキルを有する分野を表示しており、各人が有するすべてのスキルを表すものではありません。

（2025年7月1日現在） （2025年7月1日現在）
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サクセッション・プラン

　SHIONOGIは、取締役および社長（CEO）の選任、再任、解任に関する基準を制定し、企業
が持続性のある経営を行い、社会に対する責任を果たし続けるために必要な要件を定めてい
ます。サクセッション・プランに関して、社長（CEO）および取締役の後継者候補となる執行役
員については、指名諮問委員会にてリスト化し、各候補者の現状確認を実施しています。選任
要件やスキル・マトリックスなどに関連した後継者候補としての経験や実績を確認しつつ、直近 

1年の各候補者のパフォーマンス、自己研鑽などの状況をアップデートした上で、個々の評価
と育成に係る意見交換を行うとともに、候補者の入れ替えなどを審議しています。

執行役員・理事の育成
　次世代の経営陣候補者である執行役員および理事においては、社長塾やグループ会社役員
への登用などを通じた経営実践の機会を経たのちに選任され、スキルの多様化や強みの融合
などを目的に複数の本部・組織の業務執行を経験させるなど、継続的な育成が行われていま
す。専門性、経験などの評価の一助として、取締役会に上程される議案内容を説明させること
により、社外役員との接点を増やす取り組みを実施しています。特に理事については、理事懇
談会を3回開催し、社外役員とのディスカッションを通じて経営に必要な思考などを培う機会を
設けています。また、社外役員、執行役員、理事が一堂に会す懇親会も開催しており、社外役
員に各候補者の人となりを理解いただく場を設けています。（懇談会、懇親会はいずれも2024

年度実績）

取締役会の実効性

実効性を高めるための仕組み
社外役員・社長意見交換会
　社外役員・社長意見交換会を原則として年3回開催し、取締役会における議論の質向上を目
的とした意見交換を行っています。意見交換会には社外取締役、監査役および代表取締役会
長兼社長CEOが参加し、ヘルスケア業界の動向やSHIONOGIの事業運営に関する状況などに
ついて議論しています。2024年度は3回開催されました。
社外役員情報交換・学習会／管掌報告会
　SHIONOGIの事業に対する理解を深めるため、社外役員とSHIONOGIの経営幹部が参加す
る「社外役員情報交換・学習会」を開催しています。2024年度は、生産拠点である2工場（摂
津工場、徳島工場）の視察・ディスカッションを開催しました。また、各管掌からの業務執行状
況の報告を行い、SHIONOGIにおけるビジネスの進展および現状の課題について情報共有を
行いました。

実効性の分析・評価
　2024年度の取締役会全体の実効性につ
いては、塩野義製薬が制定した「コーポレー
ト・ガバナンスに対する基本的な考え方」に
基づく「６．取締役・取締役会（1）体制、（3）
役割・責務、（6）運営」を中心に、各取締役・
監査役に対するアンケートおよびヒアリング
を実施し、取締役会において分析・評価しま
した。

実効性評価の方法

取締役・ 
監査役への 
ヒアリング

取締役会へ報告、 
今後の課題や方針 
について共有

アンケート結果を 
集約

さらなる改善の 
取り組み

取締役・ 
監査役への 
アンケート
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2024年度の分析・評価の結果と2025年度の対応方針

2024年度の対応方針 2024年度の取り組み状況と評価結果 2025年度の対応方針

1. 機関設計変更やさらなるグローバル
化を見据えた経営陣の後継候補となる
役員の選任

2.  現人員が持つケイパビリティの継承を
含めた経営人材プールの充実

3.  取締役会に上程された議案以外の業
務執行に係る審議・検討状況の共有

4.  自由闊達に意見交換できる取締役会
以外の機会（オフサイトなど）の拡充
およびテーマの検討

5.  コーポレートガバナンス・コードの進
化に伴う取締役会アジェンダの充実
（人的資本への投資、リスクマネジメン
ト、資本コストを意識した経営など）

本評価結果を踏まえ、取締役会のより高い
実効性の確保に向けて、継続的に改善を進
めていきます。改善に向けた対応方針は以
下の通りです。

1.  サクセッションの状況、DE&Iの観点も
踏まえた人的資本投資に関する議論
の充実

2.  機関設計の変更に伴う取締役会、監
査等委員会の適正な運営

3.  取締役会の効率化とさらなる議論活
性化に向けた社外役員に対する情報
提供のあり方の検討

4.  外部環境変化、機関設計変更に伴う
取締役会上程議案の整理

体制 
について

運営 
について

役割・責務 
について

　専門性や経験を含む様々な要素および多様性の観点から、新たに外国人や女
性の取締役候補を選出するなど、現時点で必要な体制は確保されていると評価
しているが、将来に向けた課題として、SHIONOGIビジネスの拡大・変化を踏ま
え、グローバル化への対応、専門性を含む多様性の観点およびサクセッションの
観点から、次期後継者候補の選任、取締役候補の育成・選出のための人材プー
ルの拡充の必要性などが挙げられた。

　取締役会での審議のさらなる活性化において、引き続き取締役会の議題にお
ける事前説明を定例で開催するとともに、取締役会にて決議された事項につい
て適宜報告を行った。また、取締役会以外のオフサイトの場を活用し、議論の
深化、情報共有の充実を図った。
　今後の課題として、機関設計変更を踏まえた監査等委員以外の取締役に対す
る情報提供機会の検討が挙げられた。また、さらなる議論の充実に向けて、取
締役会での説明方法の検討やより早期の資料提供、取締役会以外の機会の活
用などについて意見が出された。

　経営幹部の育成状況に関する報告およびその監督について、社長（CEO）の
パフォーマンスレビューの実施や執行役員のサクセッションシートの作成・活用
など、サクセッションプランの充実に向けて大きく前進したと評価している。ま
た、継続して社外役員・社長意見交換会での報告、執行役員および理事と社外
役員との懇談会等を開催することで育成状況のモニタリングも実施した。引き
続き、コンプライアンスやリスクマネジメントに係る報告を定期的に行い、取締
役会で活発な議論が行われた。さらにサステイナビリティや人的資本に関連す
る事項を複数回提案・報告し、取締役会で審議・決議された。
　今後の課題として、機関設計変更を踏まえ、中長期の経営戦略などの議論の
充実や権限委譲の方向性、取締役会での決議事項・報告事項の峻別について検
討していくことが挙げられた。
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取締役および社長（CEO）選任・再任・解任基準の策定に関する議論 中国平安グループとの合弁会社の解消と中国ビジネスの今後に関する議論

取締役会での報告・ 
決議内容

　2023年度に初めて実施した社長（CEO）のパフォーマンスレ
ビューおよびその後の指名諮問委員会において、社外の委員より、
社長（CEO）の選任・再任・解任に関する基準づくりとサクセッショ
ン・プランの明確化が必要との課題が挙げられ、同委員会におい
て継続的な協議がなされました。その結果、経営トップおよびそ
の前提となる取締役の選解任の基準が策定され、今後の社長（CEO）
のパフォーマンスレビューならびにサクセッション・プランにおい
て確認すべき指標として取締役会への答申が行われ、承認決議さ
れました。サクセッション・プランについては、執行役員ごとにこ
れまで成し遂げてきた実績と上記の選解任基準に定めた各要件に
対する充足度、不足要件に対する育成方針などを記載するサクセッ
ションシートの新設および運用方針が取締役会に報告され、答申
内容と併せて審議が行われました。

主な議論 　答申に対して、昨年度に課題に挙げられたサクセッション・プラ
ンの明確化について、今回策定された取締役および社長（CEO）の
選解任基準は後継者を考える上でも有用となろうとの意見があり
ました。一方、優秀な人材が複数出てきた際を想定し、選任され
なかった人材のリテンションも併せて検討しておくべきとの指摘が
挙がりました。今後、サクセッション・プラン全体の運用面で出て
きた課題をもとに適宜改定を行い、取締役会全体で実効性を高め
ていくことで一致しました。
　なお、その後の指名諮問委員会において、社長および管掌がサ
クセッションシートを用いて傘下の役員を評価した結果が提出さ
れ、公平かつ客観的な視点からサクセッション・プランの進捗の確
認と今後の育成計画に関する協議が行われています。

取締役会での報告・ 
決議内容

　2020年度に設立した中国平安グループとの合弁会社の解消に
ついて、執行側より合弁解消の背景、これまでの合弁事業の振り
返り、合弁解消に係る持分譲渡契約の骨子と財務影響、今後の中
国・ASEAN事業の展開性などを踏まえた提案がなされ、審議の結
果、承認決議されました。
　執行側からの説明では、中国事業を取り巻く環境の変化や同国
の医薬品産業に対する政策転換の影響を受けた一方で、AIを活
用した新薬候補品の創出やスマートファクトリー構想としてのAI作
業者監視とICタグ原料管理によるヒューマンエラー防止システム
の開発など、合弁設立当時に掲げた事業目標に対する一定の成果
が得られたことが報告されました。加えて、自社製品であるセフィ
デロコル、ナルデメジン等の臨床開発や薬事対応が大きく進展し、
中国・ASEANで新薬ビジネスを展開する土台が整備されたとの
説明がなされました。

主な議論 　領域ごとの進展はあれども合弁設立当時の事業計画に対しては
十分な成果とはいえず、コアビジネスをどうしていくかという判断
においても意思決定上の合意形成に時間を要するという側面が
あったため、このタイミングでの解消は合理的な結論であるとの
意見がありました。また、他社も苦戦する中国医薬品市場におい
て、自前でどのように事業を展開していくか十分に精査・検討し、
適宜取締役会に報告するよう要望が挙がりました。一方、リスクと
して中国平安グループが保有する約2%のSHIONOGI株式の取
り扱いや、4年間の成果に対する権利関係の整理が指摘され、そ
れら懸念への考え方や対応方針について議論が交わされました。

取締役会の審議内容の例① 取締役会の審議内容の例②
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基本報酬
　基本報酬については経営環境や世間動向を勘案した上で取締役の職位や役割に応じた基本
報酬テーブルをもとに決定しています。
業績連動報酬等
　賞与は事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標（資産売却等を除く営
業利益、連結当期純利益、その他取締役としての職務執行に対する総合業績評価）を反映した
現金報酬とし、短期的なインセンティブとして各事業年度の目標利益の達成度等の業績に応じ
た算定テーブルに基づいて決定し、毎年６月に支給されます。
非金銭報酬等
　株式報酬については、各取締役の職位や役割に応じた付与テーブルに基づいて毎年７月に
付与されますが、特に中期業績連動株式報酬では、STS2030 Revision（2023～2030年度）の
うちPhase2の2023～2025年度の3年間の付与分に対して2025年度の達成状況から売上収
益、海外売上高CAGR、EBITDA、ROE、塩野義製薬を含む同業他社11社中の株主総利回り順
位（相対TSR）を定量的指標として用い、ESG・コンプライアンスおよび投資の状況を考慮して
業績評価を実施し、譲渡制限解除の割合（0%～100%）を決定します。また、譲渡制限解除時
に金銭報酬として譲渡制限解除時の株価換算による株式報酬額の50%を支給します。
　中期業績連動株式報酬の業績評価の指標は以下の通りです。

項目 2025年度目標
売上収益（億円） 5,500

海外売上高CAGR（％）※2 50

EBITDA（億円） 2,000

ROE（％） 14.0以上
相対TSR（位／11社）※3 －

※2 2022年度を起点
※3 相対TSRについては2023年度から2025年度の３年間で算出

　業務執行取締役の報酬種類別の割合については、塩野義製薬と同程度の事業規模や関連す
る業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、報酬諮問委員会において
検討を行い、取締役会は報酬諮問委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の

役員の報酬

　役員報酬については、過半数を社外取締役が占める報酬諮問委員会において十分な審議を
行っています。また、当委員会では取締役および執行役員などの報酬制度のあり方や諸課題
を検討するとともに、報酬等の水準を毎年確認し、次年度の報酬体系、業績評価制度等を審議
しています。

報酬制度
　取締役報酬については、株主総会の決議により定められた報酬総額の範囲内において、毎
月定額で支給する基本報酬、各事業年度の業績等に応じて決定される賞与（業績連動報酬等）
および2018年度から導入した譲渡制限付株式報酬（中期業績連動型、長期型）で構成されて
います。なお、監査等委員である取締役および社外取締役は基本報酬のみとしています。

報酬の構造
　取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）における報酬等の種類ごとの比
率の目安は、業績指標100%達成を前提として、基本報酬：業績連動報酬等※1：非金銭報酬等※1

＝1：1：1となるよう設計しています。
※1 業績連動報酬等は役員賞与であり、非金銭報酬等は譲渡制限付株式です。

基本報酬
経営環境や世間動向を勘案し
た上で各取締役の職位や役割
に応じた基本報酬テーブルに基
づいて決定。

業績連動報酬等
短期的なインセンティブとして
各事業年度の目標利益の達成
などの業績に応じた算定テーブ
ルに基づいて決定。

非金銭報酬等
中長期的な業績との連動性を
一層高め、取締役（監査等委
員である取締役および社外取
締役を除く）に対し企業価値の
持続的な向上を図るインセン
ティブ。

1 : : 11
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政策保有株式

　政策保有株式については、毎年取締役会
にて保有を継続するビジネス上の合理性を
検証しています。経済合理性および戦略妥
当性の２つの観点から、SHIONOGIの企業価
値を高め、持続的な企業価値の向上に資す
ると判断される場合のみ当該企業の株式を
保有し、それ以外の株式については株価や市
場動向を考慮して順次売却を進めています。
2024年度は2銘柄を縮減しました。
　議決権行使については、議決権行使に関する社内の方針に照らし、コーポレート部門を含む複
数部門で賛否を判断しています。議案の内容に疑義が生じた場合は、発行会社に説明を求める
などの措置を講じています。今後も引き続き、株主としての責務を果たしていきます。

政策保有株式の推移（上場株式、時価ベース）

■■ 保有株式価額（時価ベース）　  ■   保有銘柄数

報酬実績
　監査等委員会設置会社移行前の2024年度の報酬実績は下記の通りです。

取締役および監査役の報酬等の総額（2024年度）

役員ごとの連結報酬等の総額（2024年度）

区分 人数 報酬等の種類別の総額
基本報酬 業績連動報酬等※1 非金銭報酬等※2 合計

取締役（うち社外取締役） 6（4） 240（84） 136（－） 134（－） 511（84）
監査役（うち社外監査役） 6（3） 135（60） －（－） －（－） 135（60）

計 12 376 136 134 647

氏名 役員 
区分

報酬等の種類別の総額
基本報酬 業績連動報酬等※1 非金銭報酬等※2 合計

手代木　功 取締役 96 84 89 270
澤田　拓子 取締役 60 52 44 157

※1 上記の「業績連動報酬等」の額は、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額です。
※2 上記の「非金銭報酬等」の額は、当事業年度に費用計上した額です。

（百万円）

（百万円）

報酬割合となるよう報酬制度等の内容を決定しています。その決定方針については、「取締役
の個人別の報酬等の内容に係る決定方針」に定めています。また、2021年2月22日開催の取
締役会決議に基づき、基本報酬および賞与の個人別報酬額等の決定については最高経営責任
者による評価が適切であると考えることから、代表取締役会長兼社長CEOに委任されており、
報酬諮問委員会は、委任するにあたっての方針・基準を審議し、その結果を取締役会に答申し
決議を受けるとともに、委任を受けた代表取締役会長兼社長CEOは、当該答申ならびに取締
役会決議の内容に従って決定をしなければならないこととしています。
　なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、より業績を重視し株主さまの視点に立つよう、
2021年度から中期業績連動株式報酬テーブルの改定を実施した結果、取締役についてはKPI 

100%達成を前提として、基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等はほぼ１：１：１となるよう
制度設計しています。
　この結果、2024年度の基本報酬の割合は、当期利益目標の達成状況や株式報酬における
株価の影響もあり、37%程度となっています。取締役会は、取締役会および報酬諮問委員会
における審議や報告などを通じて、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は決定
方針に沿うものであることを確認しています。
　2025年6月18日の定時株主総会決議による役員報酬限度額は、取締役（監査等委員である
取締役を除く）は年額2,000百万円以内（6人、うち社外取締役は4人、使用人兼務取締役の使
用人分給与は含まない）、監査等委員である取締役は年額750百万円以内（5人）です。また、
譲渡制限付株式報酬は、取締役（監査等委員である取締役、社外取締役を除く）を対象として、
発行または処分される当社の普通株式の総数は年250,000株以内、譲渡制限付株式を付与す
るために支給する金銭報酬債権の総額は取締役における他の報酬と合わせて年額2,000百万
円以内（2人、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）です。
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取締役

■■ 所有する当社株式数

手代木 功　Isao Teshirogi
代表取締役会長兼社長 CEO

280,950株

1982年 4月  当社入社
1999年 1月  当社秘書室長兼経営企画部長
2002年 6月  当社取締役
2002年10月  当社取締役兼経営企画部長
2004年 4月  当社取締役兼常務執行役員兼 

医薬研究開発本部長
2006年 4月  当社取締役兼専務執行役員兼 

医薬研究開発本部長
2007年 4月  当社取締役兼専務執行役員
2008年 4月  当社代表取締役社長
2021年 6月  株式会社三井住友銀行 

社外取締役
2022年 3月  AGC株式会社社外取締役（現）
2022年 7月  当社代表取締役会長兼社長CEO

（現）
2024年 6月  株式会社日本取引所グループ 

社外取締役（現）
2025年 6月  株式会社三井住友フィナンシャル

グループ社外取締役（現）

ジョン ケラー　John Keller
取締役 上席執行役員 R&D管掌

9,000株

2010年 7月  Shionogi Inc.（SI）入社 
Executive Vice President, 
Corporate Development and 
Strategy

2011年 4月  SI President and Chief 
Executive Officer（CEO）

2013年 4月  当社執行役員兼SI President 
and CEO

2017年 4月  当社上席執行役員兼 
SI President and CEO

2018年 4月  当社上席執行役員兼海外事業 
本部長

2021年 7月  当社上席執行役員兼経営戦略 
本部長

2022年 7月  当社上席執行役員兼R&D管掌
2025年 6月  当社取締役兼上席執行役員兼

R&D管掌（現）

安藤 圭一　Keiichi Ando
社外取締役／独立役員

0株

1976年 4月  株式会社住友銀行（現株式会社
三井住友銀行）入行

2003年 4月 同行執行役員
2006年 4月 同行常務執行役員
2009年 4月 同行取締役兼専務執行役員
2010年 4月  同行代表取締役兼副頭取執行 

役員
2012年 4月  新関西国際空港株式会社代表 

取締役社長
2012年 7月 同社代表取締役社長兼CEO
2016年 6月 当社社外取締役（現）
2016年 6月  銀泉株式会社代表取締役社長
2017年 6月  株式会社椿本チエイン社外 

取締役（現）
2019年 6月 株式会社ダイヘン社外取締役

尾崎 裕　Hiroshi Ozaki
社外取締役／独立役員

0株

1972年 5月 大阪瓦斯株式会社入社
2000年 6月 同社理事原料部長
2002年 6月  同社取締役東京駐在兼社団法人

日本ガス協会出向
2005年 6月  同社常務取締役兼ガス製造・ 

発電事業部長
2007年 6月  同社常務取締役兼エネルギー 

事業部長
2008年 4月 同社代表取締役社長
2008年 6月  大阪ガスケミカル株式会社取締役
2009年 6月  大阪瓦斯株式会社代表取締役社

長兼社長執行役員
2009年 6月  株式会社オージス総研取締役
2011年 6月  朝日放送株式会社（現朝日放送

グループホールディングス株式
会社）社外取締役

2015年 4月  大阪瓦斯株式会社代表取締役会長
2019年 6月  当社社外取締役（現）
2021年 1月  大阪瓦斯株式会社取締役相談役
2021年 6月  同社相談役（現）
2021年 6月  株式会社ロイヤルホテル 

社外取締役（現）
2024年 6月  広島ガス株式会社社外取締役（現）

藤原 崇起　Takaoki Fujiwara
社外取締役／独立役員

0株

1975年 4月  阪神電気鉄道株式会社入社
2005年 6月  同社取締役
2007年 6月  同社常務取締役
2011年 4月  同社代表取締役社長
2011年 6月  阪急阪神ホールディングス株式

会社取締役
2015年 4月  株式会社阪神ホテルシステムズ

代表取締役会長
2017年 4月  阪神電気鉄道株式会社代表取締

役・取締役会長
2017年 6月  阪急阪神ホールディングス株式

会社代表取締役
2017年 6月  山陽電気鉄道株式会社社外 

取締役
2017年12月  株式会社阪神ホテルシステムズ

取締役
2018年 6月  当社社外監査役
2023年 4月  阪神電気鉄道株式会社相談役

（現）
2023年 6月  当社社外取締役（現）

廣瀬 恭子　Kyoko Hirose
社外取締役／独立役員

0株

1982年 3月 株式会社広瀬製作所入社
1983年 3月 株式会社広瀬製作所取締役
2001年12月  株式会社広瀬製作所代表取締役

社長（現）
2020年11月  大阪商工会議所副会頭（現）
2022年 5月  株式会社近鉄百貨店社外取締役

（現）
2024年 6月  株式会社奥村組社外取締役 

（監査等委員）（現）
2025年 6月 当社社外取締役（現）

取締役および監査等委員である取締役の経歴の詳細は当社Webサイトをご覧ください。
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岸田 哲行　Noriyuki Kishida
取締役 常勤監査等委員

22,317株

1984年 4月  当社入社
2004年10月  当社広報室長
2009年 4月  当社広報室長兼秘書室長
2011年 4月  当社人事部長
2017年 4月  当社執行役員兼人事総務部長
2020年 4月  当社上席執行役員兼経営支援 

本部長
2021年 7月  当社上席執行役員兼経営支援 

本部長兼法務部長
2022年 7月  当社上席執行役員兼 

コーポレート管掌
2024年 6月  当社常勤監査役
2025年 6月  当社取締役（監査等委員）（現）

花﨑 浩二　Koji Hanasaki
取締役 常勤監査等委員

39,978株

1986年 4月  当社入社
2009年 4月  当社創薬研究所長
2010年 4月  当社執行役員兼医薬研究本部長
2015年 4月  当社執行役員兼経理財務部長
2017年 4月  当社上席執行役員兼経理財務 

部長
2018年 4月  当社上席執行役員兼経営戦略 

本部長
2021年 7月  当社上席執行役員兼海外事業 

本部長
2022年 7月  当社上席執行役員兼サプライ 

管掌
2025年 4月  当社上席執行役員
2025年 6月  当社取締役（監査等委員）（現）

奥原 主一　Shuichi Okuhara
社外取締役 監査等委員／独立役員

0株

1994年 4月  アンダーセンコンサルティング 
株式会社（現アクセンチュア株式
会社）入社

1998年 1月  日本ベンチャーキャピタル株式 
会社入社

2008年 6月  同社取締役投資部長
2009年 4月  同社代表取締役社長
2019年 6月  同社代表取締役会長（現）
2020年 6月  当社社外監査役
2025年 6月  当社社外取締役（監査等委員）

（現）

髙槻 史　Fumi Takatsuki
社外取締役 監査等委員／独立役員

0株

2000年10月  弁護士登録
2000年10月  御池総合法律事務所入所
2003年12月  アンダーソン・毛利・友常法律 

事務所入所
2004年 2月  同事務所北京代表処
2006年 4月  弁護士法人大江橋法律事務所 

入所
2009年 1月  弁護士法人大江橋法律事務所

パートナー（現）
2020年 6月  当社社外取締役
2023年 6月  三共生興株式会社社外監査役

（現）
2024年 6月  ダイキン工業株式会社社外 

監査役（現）
2025年 6月  当社社外取締役（監査等委員）

（現）

後藤 順子　Yoriko Goto
社外取締役 監査等委員／独立役員

0株

1983年11月  デロイト・ハスキンズ・アンド・セ
ルズ公認会計士共同事務所（現
有限責任監査法人トーマツ）入所

1996年 6月  監査法人トーマツ（現有限責任監
査法人トーマツ）パートナー

2007年 6月  同法人金融インダストリーグルー
プ監査部門長

2010年10月  有限責任監査法人トーマツ金融
本部長

2013年10月  同法人執行役兼Deloitte 
Touche Tohmatsu Limited 
ボードメンバー

2018年 6月  同法人およびデロイトトーマツグルー
プボード議長兼Deloitte Touche 
Tohmatsu Limitedボードメンバー

2018年11月  Deloitte Asia Pacific Limited
ボードメンバー

2022年10月  後藤順子公認会計士事務所代表（現）
2022年10月  株式会社三井住友銀行社外 

取締役（監査等委員）
2023年 6月  当社社外監査役
2025年 6月  当社社外取締役（監査等委員）（現）
2025年 6月  株式会社三井住友フィナンシャル 

グループ社外取締役（現）
2025年 6月  ソニーグループ株式会社社外 

取締役（現）

監査等委員である取締役

■■ 所有する当社株式数

上席執行役員

ジョン ケラー　John Keller

岩﨑 利信　Toshinobu Iwasaki

畑中 一浩　Kazuhiro Hatanaka

加藤 晃　Akira Kato

井宗 康悦　Yasuyoshi Isou

執行役員

塩田 武司　Takeshi Shiota

吉田 達守　Tatsumori Yoshida

出口 昌志　Masashi Deguchi

三春 洋介　Yosuke Miharu

上原 健城　Takeki Uehara

萬木 義範　Yoshinori Yurugi

吉本 悟　Satoru Yoshimoto

沼 徹哉　Tetsuya Numa

淺木 敏之　Toshiyuki Asaki

工藤 昌子　Masako Kudou

松尾 健二　Kenji Matsuo

執行役員
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コンプライアンス推進の取り組み

コンプライアンス推進体制
　SHIONOGIは、コンプライアンスをすべ
ての事業活動の基盤と位置付け、役員・従
業員一人ひとりがその重要性を理解し、実
践することを推進しています。ビジネスプロ
セス全体を通じて潜在的なリスクを特定し、
対応策を策定する役割を担う管掌コンプラ
イアンス委員会を設置しています。さらに、
各組織長が自ら推進者となり、日々の業務
において健全で透明性の高い企業風土の醸
成に努めるとともに組織における教育やモ
ニタリングを実践しています。これにより、
法令遵守にとどまらず、社会的責任を果たす
企業としての信頼性向上を目指しています。

SHIONOGIグループ コード・オブ・コンダクトの制定
　2025年4月、SHIONOGIグループは、グローバルで統一された「SHIONOGIグループ コー
ド・オブ・コンダクト」を制定しました。本コードは、国や地域を問わず、すべての役員・従業員
が倫理的かつ責任ある行動を実践するための道標として、行動原則「Hai 5（5つの『はい』）」
に基づいて構成されています。これまで各社で個別に策定されていた行動規範を統合し、グ
ループ全体での一貫性と実効性を高めました。制定にあたっては、各国の法令や文化的背景
を踏まえた議論を重ね、現場の声を反映させることで、実効性のある内容としました。今後は、

組織長を中心とした各職場での読み合わせやe-learning、定期的な振り返りを行い、従業員
一人ひとりが内容を深く理解し、日々の業務において適切な判断と行動ができるよう取り組ん
でいきます。SHIONOGIは、信頼される企業市民として、社会的責任を果たすべく、コンプラ
イアンスの実践を継続的に強化していきます。

医療用医薬品の販売情報提供活動に関するガイドライン遵守に向けた活動
　2024年度、アレルゲン免疫療法薬である「アシテア」の講演会において、医療用医薬品の
販売情報提供活動に関するガイドラインに抵触する行為が確認され、厚生労働省から書面によ
る行政指導を受けました。この事案を重く受け止め、経営陣のリーダーシップとその責務にお
いて、改善計画を策定し、再発防止策の徹底を図るとともに、すべての役員・従業員に対して
ガイドライン遵守のための教育の強化を進めています。今後も透明性と信頼性の高い情報提
供活動を徹底し、社会的責任を果たしていきます。

コンプライアンス推進体制（2025年4月現在）

代表取締役

コンプライアンス 
委員会

コンプライアンス 
委員会事務局

（法務・コンプライアンス部）

管掌コンプライアンス 
委員会
（管掌）

コンプライアンス 
責任者

（本部長・グループ会社社長）

コンプライアンス 
推進者
（組織長）

報告

報告指示

SHIONOGIは、コンプライアンスを企業の存続と持続的成長を支える根幹と捉え、すべての事業活動の基盤に据えています。法令や規制の遵守にとどまらず、
社会規範や倫理観に基づいた高い行動基準を掲げ、すべての役員・従業員が誠実かつ責任ある行動を実践することを徹底しています。SHIONOGIは、社会から
の信頼を礎に、より良い社会の実現に貢献する企業であり続けることを目指しています。

コンプライアンス遵守に向けた取り組みの詳細は当社Webサイトをご覧ください。

SHIONOGIにおけるコンプライアンスの考え方

企業・社会人としての倫理的行動

社会規範の遵守

業界基準の遵守

法律や規制の遵守

4重円のコンプライアンス

76塩野義製薬株式会社　統合報告書 2025Introduction SHIONOGIの戦略と挑戦 創り、造り、売る（提供する） SHIONOGIの責任 データ編

コンプライアンスの遵守

https://www.shionogi.com/jp/ja/company/compliance.html


リスクマネジメントの推進

　事業機会の創出およびリスクの回避や低減など適切なマネジメントを行うとともに、パンデ
ミック、自然災害、テロやサイバー攻撃などのクライシスマネジメントも含めたグループ全体
のビジネスリスクを統括する全社的リスクマネジメント体制を経営戦略・経営基盤の重要な仕
組みとしています。
　経営会議にて四半期ごとにリスクに関する
議論を行い、リスクリストの更新、対応すべ
き重要リスクの特定および責任管掌の任命
を行っています。責任管掌は他管掌を含む
関連組織と連携を図りながら、対応計画の
立案・推進を行い、経営会議で進捗状況を
モニタリングしています。
　管掌は、経営に重大な影響を与えるリスク
を経営会議で議論するとともに、自管掌下に
おけるリスクを適切にマネジメントする責務
を担っています。この管掌を中心としたリス
ク管理体制を取ることで、期中においても迅
速かつ柔軟に課題の抽出、対応計画の立案・
推進を行っています。

クライシスマネジメント／インシデントマネジメント

　世界情勢の変動や国家間の関係性の変化、自然災害の増加に耐えるためにリスク管理体制
の継続的な強化を図っています。危機事象の発生時には、人命保護と安全確保を最優先し、速
やかに被害の最小化と再発防止の対策を講じ、事業を継続します。そのために、BCP（事業継
続計画）を定期的に見直し、訓練で抽出した問題点を改善す
ることで実効性を高めています。また、インシデントが発生し
た際、速やかに経営陣に情報が伝達され対応がなされるよう、
ネガティブな情報ほど迅速にレポートする“Bad News Fast/

First”の文化醸成に努めています。今年度も各階層を対象と
した訓練や体制整備に継続して取り組みます。

社会の変革のスピードが増している中、事業戦略およびその遂行の成否に影響を与える不確実性はより多様かつ複雑なものへと変化し続けています。SHIONOGI
がSTS2030 Revisionで目指す変革を成し遂げさらなる成長を実現するためには、リスクを適切に管理することが不可欠です。攻めと守りの両方のリスクを戦略
的にマネジメントすることでレジリエンスのさらなる強化を目指しています。

リスクマネジメント体制

取り組み 対象 内容
IT-BCP構築 全社 重要システム復旧も見据えたBCPの構築

BCP訓練 経営陣 BCP机上訓練

メディアトレーニング 経営陣 模擬記者会見の実施

Bad News Fast/Firstの推進 マネジャー マネジャー研修（リーダーシップミーティング）での討議

情報セキュリティ教育 全社 全社教育の実施
スパムメールへの対応訓練

危機管理体制の強化 全社 クライシスマネジメント／インシデントマネジメント体制
の再整備、危機管理規程類の改定と従業員教育の実施

取締役会

管掌

代表取締役

経営会議

協議・指示・監督

監督・助言

提案・報告

提案・報告

モニタリング・運用支援

本部長・グループ会社社長

各事業部門
P

A D

C

グループ会社
P

A D

C

提案・報告

メディアトレーニングの様子

77塩野義製薬株式会社　統合報告書 2025Introduction SHIONOGIの戦略と挑戦 創り、造り、売る（提供する） SHIONOGIの責任 データ編

リスクマネジメント


	SHIONOGIの責任
	ステークホルダーエンゲージメント
	環境への配慮
	人権を守る
	社長 手代木 功 × 後藤 順子氏 対談
	コーポレート・ガバナンス
	役員紹介
	コンプライアンスの遵守
	リスクマネジメント




